
じて警報開始地点を変更することができるため，警報I~与分を大

体一定にすることができる。交流電源が停電するときは，定時

間調節の作用を失い，列車がB 点に杢IJ tf したときから踏切警報

機は筈報を開始する。 図ー2 充般電特性幽線
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この放電電流によ っ て鉄心L，が飽和し， T， 2 次電!Eが ヒ舛

するので，セレン整流~には AdR の動作電圧以上の電庄が加

わり動作を続ける。 放電電流の減少に よっ て逐次セ レン整流総

Se， の l 次電圧が降 Fし，ついには AdR の沼下と な る。放電特

性の切換えは SW，でコンデンサの充電量と放電時間の調教を

行なし、， SW，で継電器J落下時素の切換えを行なう 。

定時間調節務の機能は， 列車が選別区間 . 1M御い:問を等速で

運転する場合を前提としているので，列車が選別区聞を通過後

加速または減速すると，それぞれ，その讐報時分が変わってく

るので，駅構内または階内に関係した踏切警報機の場合で，列

車が停車列車か通過列車かの二通り ある場合，あるいは減速し

たような場合には使用に適さないことになる。

そこで，このような箇所の踏切警報機制御には列車速度を連

続的に検知し，列車速度と制御距離を電気的に判断しうる制御

方法が必要で，その実用化について研究中である。なお，この

方法は，その箸報区間を走行する列車の停止位置までの制動特

性曲線と，最高加速運転時における運転曲線から最小 20 秒を

確保できるパター γを作成し，これと実際に走行する列車速度

ふみきりどう

を数箇所で測定し，それぞれ讐報パタ ー ンと比較し， パタ ー ン

をこえた場合は，直ちに警報開始することができる制御方法で

ある。(茂木明治)

ふみきりどうかいりょうそくしんほう 踏切道改良促

進法 昭和 36 ・ 11 ・ 7 法律第 195 号 として公布施行された法律

で，踏切i直の改良に関する最初jのものである。

この法律は， 近年における道路交通量の激増，列車運転回数

の地加等による踏切事故のひん発，道路交通の渋滞等に対処す

るために制定されたものである。

l 目的

この法律は，踏切j道の改良を促進する ことにより ， 交通事故

の防止お よ び交通の円滑化に寄与することを目的 としている 。

2 適用の範聞

この法律では，緊急に改良を必要とする踏切道をとりあげて

ゆく趣旨から， 鉄道(し 、わゆる新設軌道を含む。)と道路法によ

る道路 とが交差している場合における踏切道で，この法律の施

行の際，すなわち昭和 36 ・ 11 ・ 7 に存在しているものを改良促進

の対象としている。

3 改良すべき踏切道の指定

主務大臣は，昭和 36 年度以降の 5 箇年間において改良する

ことが必要と認められる踏切道について，その改良の方法を定

めて指定する。 踏切道の改良には，立体交差化，構造改良(踏

切道の鉱幅， 鉄道 と道路と の交差角度の変更，踏切道に至る道

路のこう配の改善など) および保安設備(踏切警報機および踏切

しゃ断機)の設債の 3 種がある。

立体交差化または構造改良を行なうべき踏切道の指定は， 運

輸 ・ 建設大臣が行ない，保安設備を設置すべき踏切道の指定は

運輸大臣が行なう。これらの指定はいずれも踏切道における交

通量，事故の発生状況その他の事情を考慮して定められる。具

体的には L踏切道の立体交差化および構造の改良に関する省令

(昭和 37 年運輸・建設省令第 l 号II と L踏切道の保安設備の整

備に関する省令(昭和 36 年運輸省令第 64 号II に基準が定めら

れている。

これらの指定を行な っ たときは， 主務大臣はその旨をその踏

切道にかかる鉄道事業者および道路管理者(立体交差化，燐造

改良の場合)または鉄道事業者(保安設備の設置の場合)に通知

するとともに， 官報に告示して広く 一般の注意を喚起し，協力

を期待することになっている。

4 改良計画の提出

次に法律は， f旨定された踏切道について改良計画の提出を義

務づけている。立体交差化計画または構造改良計画については，

鉄道事業者および道路管理者が協議して作成し，保安設備整備

計画については鉄道事業者が作成し，主務大臣に提出すること

になっている。 こ の計画には，改良工事の概要， 費用の総額お

よび内訳，工事着手，完了予定時期等を記載することとされて

いる。この改良計画が著しく不適当なときは，主務大臣は変更

を指示することができる。

5 費用の負担

立体交差化または構造改良に要する費用は，鉄道事業者およ

び道路管理者が協議して負担する。費用の負担割合はきわめて

重大な問題であるが，改良が必要とな った原因，工事の規模，

鉄道と道路の交通量，受益の程度などによりこの割合が異なっ

てくるうえ，鉄道事業者の間には経営規模に大きな差があるの

で，これを一律に定めることは不適当でもあり，また困難でも

あると考えられる。

保安設備の整備に要する費用については，鉄道事業者が負担
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